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38条 1 項の由来とされる，アメリカ合衆国の連邦憲法修正第 5 条の自己負罪拒否特権に関する議
論を検討し，視座の転換の可能性を探る。








2 自白法則に関する学説の詳細については，関口和徳「自白排除法則の研究(5)」北大法学論集60巻 6 号91頁













































11 大澤裕「自白の証拠能力といわゆる違法排除説」研修694号 3 頁，5 頁（2006年）。




権』（有斐閣，1981年）9293頁。この平野龍一の区別は，8 John Henry Wigmore, A Treatise on the Anglo-





































ダ・ルールと任意性テスト(2)～(3・完）」法学会雑誌54巻 2 号105頁以下（2014年），56巻 2 号193頁以下















い（No person … shall be compelled in any criminal case to be a witness against himself）」16 とする







19 以下の連邦最高裁判例の全体的な概観に関する記述は，James J. Tomkovicz, Constitutional Exclusion, at
6568, 107122（2011）を主に参考とした。
20 この点に関する以下の記述は，Tomkovicz, supra note 19, at 6365 によった。さらに，以下の 2 つの自白排
除の根拠を簡潔にまとめたものとして，Steven Penney, Theories of Confession Admissibility: A Historical
View, 25 Am. J. Crim. L. 309, at 314322 (1998).
21 主にドイツにおける歴史的な分析に関するものであるが，松倉治代「刑事手続における Nemo tenetur 原
則ドイツにおける展開を中心として(1)～(4・完)」立命館法学335号138頁以下，336号168頁以下，337
号77頁以下，338号186頁以下（2011年）を参照。
22 修正第 5 条および自己負罪拒否特権に関する歴史的な分析として，小川佳樹「自己負罪拒否特権の形成過
程」早稲田法学77巻 1 号121頁以下（2001年），伊藤博路「合衆国憲法修正 5 条の自己負罪拒否特権の沿革
に関する一考察―独立後から合衆国憲法修正 5 条成立直後の時期までを中心にして―」明治学院論叢法学
研究76号205頁以下（2003年），澤登文治「自己負罪拒否権の歴史的展開―合衆国憲法修正 5 条の意義―(1)
・(2・完)」法政理論24巻 2 号153頁以下（1991年），25巻 1 号124頁以下（1992年）などを参照。
23 Bram v. United States, 168 U.S. 532 (1897)．なお，詳細については，小早川・前掲注(18)『ミランダと自
己負罪拒否特権』6474頁参照。



















法修正第 5 条の一部分によって規律される｣24 と判示し，自己負罪拒否特権が自白排除の根拠であ
――
25 Id. at 542543.
26 Id. at 544545.
27 Hopt v. Utah, 110 U.S. 574 (1884).
28 Bram, 168 U.S. 532, at 543, 557558. なお，557558頁において，Hopt 事件判決の引用が「110 U.S. 174」
となっているが，これは Redˆeld r. Ystalyfera Iron Co. 事件判決のものであり，誤記と思われる（正しく
は 110 U.S. 574）。
29 See, e.g. Kenneth S. Broun et al., McCormick on Evidence, §149, at 299 (7th. ed. 2014); Welsh S. White, Con-
fessions Induced by Broken Government Promise, 43 Duke. L. J. 947, at 952 (1994).
30 Twining v. New Jersey, 211 U.S. 78, at 114 (1908). この判決については，小早川・前掲注(18)『ミランダ
と自己負罪拒否特権』3335頁，澤登・前掲注(22)「自己負罪拒否権の歴史的展開(1)」160163頁参照。






33 Malloy v. Hogan, 378 U.S. 1 (1964).




うる，とも判示した25。連邦最高裁は，Nemo teneter にも言及している26 が，本判決に先行す















36 Malloy, 378 U.S. 1, at 6.
37 Murphy, 378 U.S. 52, at 55 (citations omitted). なお，この判示箇所に関する簡潔な検討として，上口・前
掲注(18)515516頁も参照。






するもの―」ジュリ356号106頁以下（1966年），田宮裕「Miranda v. Arizona; Vignera v. New York;
Westover v. United States; California v. Stewart― 被逮捕者の黙秘権保障の方法，尋問には弁護人の立会が
必要，逮捕と国選（州選）弁護権，その他」アメリカ法19662 号328頁以下（1966年）。
39 See, Jackson v. Denno, 378 U.S. 368 (1964).






















41 Id. at 457458.
42 Id. at 467.
43 See, Id. at 478479.
44 Tomkovicz, supra note 19, at 111. これと同一の見解を採る我が国の研究者として，州見・前掲注(18)「ミ
ランダ判決の45年」755頁。これに対して，明確な理由づけはないが，救済として捉えるものとして，

























周知の通り，Miranda ルールは修正第 5 条の権利そのものではなく，自己負罪拒否特権を保障す
――






46 Michigan v. Tucker, 417 U.S. 433 (1974). 本判決について，松本時夫「Michigan v. Tucker, 417 U.S. 433
(1974) ― Miranda v. Arizona 以前に同判決の要求する基準を完全には充たさないで行われた被疑者の取調
べが端緒となって発見された証拠を，同判決以後に行われた公判で証拠として許容できるか」アメリカ法
19761 号119頁以下（1976年）も参照。
47 Withrow v. Williams, 507 U.S. 680 (1993). 本判決について，加藤克佳「ミランダ法則違反と連邦の人身保
護令状による救済の範囲」西原春夫ほか編『アメリカ刑事法の諸相 鈴木義男先生古稀祝賀』（成文堂，
1996年）245頁以下等も参照。
48 Tucker 事件判決と Withrow 事件判決の両判決を検討したものとして，小早川・前掲注(18)『ミランダと
被疑者取調べ』126137頁も参照。
49 Tucker, 417 U.S. 433, at 444.
50 Id. at 446448.
るための「予防準則（the prophylactic rule）」45 に過ぎない，と位置付けられるようになる。
Miranda 事件判決以降，自白排除という文脈においては，主に Miranda ルールとの関わりで自己
負罪拒否特権が扱われていくことになるが，自己負罪拒否特権の性質に関して，本稿では供述の信
















51 Id. at 448449.
52 Id. at 449.
53 Oregon v. Elstad, 470 U.S. 298, at 308 (1985).
54 Stone v. Powell, 428 U.S. 465 (1976).
55 Withrow, 507 U.S. 680, at 682683.
56 Id. at 691692 (citations omitted). なお，本文中の「基本的な『公判の権利』」という文言は，後述する，











めないとした Stone 事件判決54 と同様の制限を Miranda ルールにまでは拡大しない，と結論した
ものである55。そこで，修正第 4 条による排除法則と，Miranda ルールによる排除法則との相違に
ついても問われることになるが，この点については次のように判示されている。
「Miranda は Mapp とつの点で異なる。被告人の修正第 5 条の自己負罪拒否特権を保障するに
当たって，Miranda は『予防的』であるかもしれないけれど，Miranda は，『基本的な『公判』の








使用防止に関する判示は Miranda ルールに関係するが，Miranda ルールが依拠する修正第 5 条に
――
57 See, Tomkovicz, supra note 19, at 82 note 152. また，加藤・前掲注(47)263頁も参照。
58 United States v. Verdugo-Urquidez, 494 U.S. 259 (1990). 本判決について，松原芳博「United States v.
Verdugo-Urquidez, 494 U.S. 259, 110 S. Ct. 1056 (1990）―国外における外国人所有の財産の捜索・差押え
と第 4 修正の令状主義」アメリカ法19921 号145頁以下（1992年）も参照。
59 Chavez v. Martinez, 538 U.S. 760 (2003). 本判決について，小川佳樹「自己負罪条項と合衆国法典42篇
1983条の損害賠償責任Chavez v. Martinez, 123 S. Ct. 1994（2003）」比較法学38巻 2 号274頁以下（2005
年），大野正博「ミランダ告知を欠いた取調べと合衆国憲法修正第 5 条Chavez v. Martinez, 538 U.S. 760
（2003）」朝日法学論集第33号74頁以下（2006年）等も参照。
60 United States v. Patane, 542 U.S. 630 (2004). 本判決について，小早川義則「United States v. Patane, 542
U.S. 630 (2004）―ミランダ違反供述に由来する物的証拠の許容性―」名城ロースクール・レビュー 8 号
161頁以下（2008年），洲見光男「ミランダ違反自白とその派生証拠の許容性―Missouri v. Seibert, 124 S.
Ct. 2601 (2004); United States v. Patane, 124 S. Ct. 2620 (2004)―」比較法学38巻 3 号192頁，197頁以下
（2005年）等も参照。
61 なお，Chavez 事件判決と Patene 事件判決の 2 つの判決などを検討するものとして，Parry, infra note 104,





















62 Verdugo-Urquidez, 494 U.S. 259, at 264 (citations omitted).
63 詳しい事実関係と本稿では扱っていない論点に関しては，本判決の評釈である前掲注(59)の文献を参照さ
れたい。
64 Chavez, 538 U.S. 760, at 766767 (plurality opinion).
65 Id. at 767.
66 Id. at 771772. なお，脚注において，自己負罪拒否特権が予防的なものであることが示唆されている。Id.



























67 Id. at 773.
68 Id. at 777 (Souter, J., concurring).
69 Id. at 791 (Kennedy, J., dissenting).
70 Ibid.
71 Id. at 792.



























74 Patane, 542 U.S. 630, at 636 (plurality opinion).
75 Id. at 637.
76 Id. at 639640 (citation omitted).
77 Id. at 641.
78 Ibid (citations omitted).
79 歴史的なアプローチに関しては，前掲注(22)に挙げた文献のほか，Tomkovicz, supra note 19, at 82 note
152 に挙げられている文献も参照。なお，歴史的な観点から検討しつつも「現代の裁判所が直面する修正第
 Patane 事件判決


























ある。Albert W. Alschuler, A Peculiar Privilege in Historical Perspective: The Right to Remain Silent, 94
Mich. L. Rev. 2625, at 2669 (1996).
80 Tomkovicz, supra note 19, at 8182.
81 Id. at 82.
82 Stephen J. Schulhofer, Some Kind Words for the Privilege against Self-Incrimination, 26 Val. U. L. Rev. 311
at 316320 (1991).
83 Id. at 330.
84 Id. at 330331.
85 Id. at 332.
86 Id. at 333.
87 See, Mark A. Godsey, Rethinking the Involuntary Confession Rule: Toward a Workable Test for Identifying



























89 Godsey, supra note 87, at 492.
90 Id. at 492495. なお，さらに Godsey は，そこで挙げた連邦最高裁判例について，政府側が黙秘等に反応し
て現実的で具体的な罰を与えることを禁止している，という点も指摘している。Id. at 495.
91 See, Id. at 497498.
92 Id. at 537539.
93 Mark A. Godsey, Reliability Lost, False Confessions Discovered, 10 Chap. L. Rev. 623, at 628629 (2007).
94 Id. at 630.
95 この論点に関するアメリカの学説の紹介につき，本稿が参照したものとして，小川・前掲注(59)278頁注
13。また，Parry, infra note 104, at 774776 も参照。本稿では取り上げられなかった論者の見解について
は，これらの文献を参照されたい。





















Mannheimer は，主として修正第 4 条に依拠した自白排除を提唱する論者であるが，自己負罪拒
――
96 Michael J. Zydney Mannheimer, Coerced Confessions and the Fourth Amendment, 30 Hastings Const. L. Q.
57, at 87 (2002).
97 Id. at 8889.
98 Id. at 8990. なお，供述の収集過程の違法への対処は修正第 4 条の排除法則の目的と同一とする。See, Id.
at 92.
99 Akhil Reed Amar; Renee B. Lettow, Fifth Amendment First Principles: The Self-Incrimination Clause, 93
Mich. L. Rev. 857, at 874875 note 63 (1995).
100 Ibid.





























102 Id. at 924. なお，信用性について焦点を当てる場合にはこのほか 2 つの問題がありうるとする。
103 See, Alschuler, supra note 79, at 2631; Thomas Y. Davies, Farther and Farther from the Original Fifth
Amendment : The Recharacterization of the Right against Self-Incrimination as a Trial Right in Chavez v.
Martinez, 70 Tenn. L. Rev. 987, at 1018 (2003).
104 John T. Parry, Constitutional Interpretation, Coercive Interrogation, and Civil Rights Litigation after Cha-
vez v. Martinez, 39 Ga. L. Rev. 733 at 782783 (2005). 予防準則に関する検討については，at 781797 を参
照。
105 Id. at 798.
106 Id. at 801810.
107 Id. at 812.
108 Id. at 815.
109 Id. at 817.
110 Id. at 739.
111 Id. at 819829.
112 彼は，Chavez 事件判決など過去20年の連邦最高裁判例によって，アメリカ人が持っていると考えている黙
秘権が実際には存在していないと指摘している。Tracy Maclin, The Right to Silence v. the Fifth Amend-
ment, 2016 U. Chi. Legal F. 255, at 260262 (2016). なお，その他の 2 件として，Berghuis v. Thompkins,



















Maclin は，Chavez 事件判決に極めて批判的である112。Thomas 判事の意見に対する批判点は，
――
113 Tracy Maclin, The Prophylactic Fifth Amendment, 97 B. U. L. Rev. 1047, at 1060 (2017).
114 Id. at 10601063.
115 Id. at 10641066. Maclin がここで挙げる先例は，Brown v. Walker, 161 U.S. 591（1896）などである。
116 Id. at 1066.
117 Id. at 10671074. Maclin がここで挙げる先例は，Spevack v. Klein, 385 U.S. 511（1967）などである。
118 Id. at 1075.
119 Id. at 1080.
120 Id. at 10801081.
121 Id. at 1084.
修正第 5 条の文言解釈，先例との関係の 2 点であり，また Chavez 事件判決によってもたらされう
る帰結についても言及している。





張されてきた。この点については，Thomas 判事の意見は無視しており，修正第 5 条の文言の観点
からは単一の意味が導かれない，という決定的な点を Thomas 判事は無視している114。Maclin は

















122 See, e.g. Welsh S. White, False Confessions and the Constitution : Safeguard against Untrustworthy Confes-
sions, 32 Harv. C. R.- C. L. L. Rev. 105, at 137, 149153 (1997).
123 Arizona v. Fulminante, 499 U. S. 279, at 285286 (1991).
124 虚偽自白に関しては，多数の研究があるが，近年の代表的なものとして，Richard A. Leo; Peter J. Neufeld;
Steven A. Drizin; Andrew E. Taslitz, Promoting Accuracy in the Use of Confession Evidence: An Argument
for Pretrial Reliability Assessments to Prevent Wrongful Convictions, 85 Temp. L. Rev. 759 (2013）が挙げ
られる。なお，当該論考では，虚偽自白に対処するには刑事手続に関する憲法は不十分なものであり，自
白の信用性を審査するための枠組みや仕組みが必要である，とされている。at 764.
125 Lisa Kern Gri‹n, Silence, Confessions, and the New Accuracy Imperative, 65 Duke L. J. 697, at 721 (2016).
126 at 717.



























128 これまで修正第 5 条の「強制（compulsion）」については明確な定義がないとし，その定義づけを試みる研
究として，Lawrence Rosenthal, Compulsion, 19 U. Pa. J. Const. L. 889 (2017). なお，「制裁の脅迫により
証人に証拠を与えるように誘引することを公的に引き受けること」と Rosenthal は定義する。at 908.








侵害が生じ得ない，との主張は説得的である。この見解に批判的な Maclin も，Chavez 事件判決
における Kennedy 判事の反対意見が修正第 5 条の文言通りの解釈を避けたと指摘しており，この
ことは，修正第 5 条を文言通りに解釈する以上，供述の使用によって権利侵害が生じると理解せ



































135 条文の文言の相違以外にも，アメリカにおいては自己負罪拒否特権を侵害して得られた自白が修正第 5 条
の 1 つの条文で対処されるのに対して，我が国では「憲法38条 1 項と 2 項の規律範囲の沿革的相違にかか
わらず，憲法制定当初から，憲法38条全体が事実上の強制を伴う自白強要防止の観点に主眼がおかれた規

























から見た被告人の捜査段階供述の公判での取扱いについて」判時2320号 3 頁，7 頁（2017年）を参照。さ
らに，アメリカにおけるアドミッションの議論をふまえて論じたものとして，田淵浩二「刑事訴訟法322条
の原理と解釈」法政研究84巻 3 号17頁以下（2017年）。
の信用性にも関わるものであり，さらに公判での供述の使用によって初めて自己負罪拒否特権ない
し黙秘権の侵害が生じるという前提にたつと，自白獲得手続の違法性とは別に公判での自白の使用
という観点から自白排除を説明する必要があることになる136。そのような理解が成り立ちうるか
など，多々課題を残してしまったが，今後の検討課題とし，ひとまず本稿を終えることにする。
